
平成 26 年度
財務諸表の公表 

三木町



これまでの地方自治体の会計は、「現金主義」を採用しています。  「現金主義」とは、単年における現金の収入や

支出を経理する会計です。しかし、「現金主義」は、これまでに整備した資産状況や地方債等のストック情報が把握

しにくいという側面があります。そのため、全ての資産、負債情報等も把握する必要があることから「発生主義」

の考え方が導入されました。それが「新地方公会計制度」のはじまりです。

きっかけは、現実に起こった自治体の財政破綻でした。  住民への行政サービスの低下を防ぐため、これまでに地

方自治体の資産・債務管理に関する公会計整備推進の法律や方針が示されてきました。平成 18 年 8月 31 日付で総

務省より通知された「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための指針の策定について」では、財務諸表

の作成・活用を通じ、未利用財産の売却促進や資産の有効活用等の改革の方向性と具体的な施策を 3年以内に策定

することが示されました。さらに平成 19 年 10 月 17 日の「公会計の整備推進について」とともに公表された「新

地方公会計制度実務研究会報告書」では、次のことが明記されています。

1. 地方公共団体は、総務省の「新地方公会計制度研究会」が示した「基準モデル」または「総務

省方式改訂モデル」に沿った発生主義・複式簿記の考え方を導入し、地方公共団体単体及び関連

団体（土地開発公社等）の連結ベースでの財務諸表を整備すること。

 

2. 人口 3万人未満の市町村は平成 23 年度中に作成し、情報を開示すること。

財務諸表作成方式には「総務省方式改訂モデル」と「基準モデル」の２種類があります。「総務省方式改訂モデル」

は決算統計をもとに作成します。一方、「基準モデル」は固定資産台帳をもとに作成します。全国の自治体の内、約

8割が「総務省方式改訂モデル」を採用しています。

三木町は「総務省方式改訂モデル」を採用し、普通会計および連結財務諸表を作成しています。

新地方公会計制度のはじまり

三木町 平成 26 年度決算の財務諸表
歳入・歳出という現金の動きだけでなく、行政資源を総合的に管理し、財務活動をよりわ

かりやすく表すため、総務省方式改訂モデルに基づく平成 26 年度決算 三木町の財務諸表を

作成しましたので、その概要をお知らせします。
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連結財務諸表の範囲

普 通 会 計

一般会計

国民健康保険事業特別会計
介護保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計
介護予防サービス事業特別会計

水道事業会計
簡易水道事業特別会計
公共下水道事業特別会計
農業集落排水事業特別会計

三木町　全体

香川県市町総合事務組合
香川県後期高齢者医療広域連合
香川県東部清掃施設組合
三木長尾葬斎組合
東かがわ市外一市一町組合

一部事務組合・広域連合
三木町土地開発公社
三木町文化振興財団
三木町健康生きがい財団

公社・第三セクター等

    連結財務諸表とは、普通会計のほか、その他の特別会計や三木町と連携協力して行政サービスを実施している関係団

体を一つの行政サービス実施主体とみなして作成する財務諸表のことです。

    連結対象は、普通会計・特別会計・一部事務組合・広域連合・地方三公社・第三セクター等であり、三木町における

平成 26 年度決算財務諸表の連結対象範囲は次のとおりです。

連結財務諸表とは

①貸借対照表
貸借対照表（バランスシート）は、会計年度末に三木町が保有している資産と、その資産を取得するために使ったお

金の調達方法を表しています。 現金の収支に注目するこれまでの決算書では表示することができなかった財産や負債等、

これまでの資産形成の結果を知ることができます。

②行政コスト計算書
行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入等）に関わらない経常的な支出と、

行政サービスの対価として得られた収入を計上しています。

③純資産変動計算書
貸借対照表の純資産の部について、増加要因と減少要因を計上し、純資産が１年間でどのように変動したのかを示し

ています。純資産の増加要因には、行政サービスの対価として支払われる以外の収入（税収や国・県からの補助金等）

があり、減少要因には、行政コスト計算書で算出される純経常行政コストや災害復旧等で臨時的に必要となった支出等

が計上されます。

④資金収支計算書
貸借対照表の歳計現金・資金が１年間でどのように変化したのかを表しています。現金の使いみちによって「経常的

収支」「公共資産整備収支」「投資・財務的収支」の３区分に分け、どのような行政活動にいくら使ったのかを示しています。

総務省方式改訂モデルの財務諸表は次の 4表で構成されます
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平成 26年度決算 三木町の財務諸表 ( 普通会計 )

貸借対照表は、会計年度末に三木町が保有している資産と、その資産を取得するために使ったお金の調達方法を表してい

ます。現金の収支に注目する従来の決算書では表示することができなかった三木町の財産や負債など、これまでの資産形成

の結果を知ることができます。

行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入など）に関わらない支出と、行政サー

ビスの直接的な対価として得られた収入を計上しています。経常行政コストが経常収益を上回っていますが、これは行政サー

ビスの直接的な対価のみを経常収益として計上しているためです。

行政コスト計算書

貸借対照表 ( バランスシート )

( 単位：千円 )

【資産の部】

公共資産

投資等

  投資及び出資金

  基金等

  その他

流動資産

  現金預金

  （うち、歳計現金）

  未収金

             資産合計

【負債の部】

固定負債

  地方債

  退職手当引当金

  その他

流動負債

  翌年度支払予定地方債

  賞与引当金

  その他

負債合計

【純資産の部】

純資産合計

負債＋純資産

借方 貸方

H27.3.31 時点 前年度比 H27.3.31 時点 前年度比

 27,770,497 △ 371,148

 1,743,008 △ 98,343

 66,858 0

 1,559,330 △ 87,207

 116,820 △ 11,136

 3,573,242 221,891

 3,499,508 172,069

 585,016 14,569

 73,734 49,822

 33,086,747 △ 247,600

 7,761,398 △ 176,387

 6,072,791 81,704

 1,688,607 △ 258,091

 0 0

 566,551 △ 12,402

 494,508 △ 18,084

 72,043 5,682

 0 0

 8,327,949 △ 188,789

 24,758,798 △ 58,811

 33,086,747 △ 247,600

公共資産 道路や学校など、三木町が保有する公共施設の総額

投資等 特定の目的のために積み立てた基金や出資金などの総額 

流動資産 現金預金や現金化しやすい未収金などの総額

負債 地方債の残高や退職手当引当金などの総額

純資産 道路や学校などの整備の財源として国や県から受け取った補助金や地方税などの総額

(単位：千円 )

経常行政コスト

  人にかかるコスト

  物にかかるコスト

  移転支出的なコスト

  その他のコスト

経常収益

  使用料・手数料

  分担金・負担金・寄付金

純経常行政コスト

H26.4.1 ～ H27.3.31 前年度比

 7,719,622 148,866

 1,203,034 △ 195,570

 2,434,727 52,011

 4,016,136 303,545

 65,725 △ 11,120

 311,246 △ 17,231

 179,608 △ 14,392

 131,638 △ 2,839

 7,408,376 166,097

人にかかるコスト 職員給与や、賞与引当金や退職手当引当金の繰入額

物にかかるコスト 物件費のほか、施設の維持補修費や減価償却費

移転支出的なコスト 社会保障給付や他会計への繰出金など

その他のコスト 支払利息など

経常収益 使用料・手数料 ( 行政サービスの直接の対価 ) と分担金・負担金・寄付金
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純資産変動計算書

資金収支計算書

( 単位：千円 )

期首純資産残高

  純経常行政コスト

  経常的な収入

  臨時損益など

  その他

期末純資産残高

H26.4.1 ～ H27.3.31 前年度比

 24,817,609 △ 82,020

 △ 7,408,376 △ 166,097

 7,385,742 217,162

 △ 36,177 △ 27,856

 0 0

 24,758,798 △ 58,811

( 単位：千円 )

期首歳計現金残高

  経常的な収支

  公共資産整備の収支

  投資・財務的な収支

収支総額

期末歳計現金残高

H26.4.1 ～ H27.3.31 前年度比

 570,447 △ 66,552

 2,193,731 △ 183,584

 △ 461,823 △ 36,874

 △ 1,717,339 301,579

 14,569 81,121

 585,016 14,569

経常的な収支 行政サービスの提供で必要となる人件費や物件費などの支出と、税収などによる収入

公共資産整備の収支 道路や施設整備のための支出と、その財源となった地方債や補助金収入 

投資・財務的な収支 基金への積立額や地方債の償還のための支出と、地方債の発行や貸付金の回収などによる収入

純経常行政コスト 行政サービスを提供するために要したコストから、サービス提供による直接的な対価を

 差し引いたもの

 純資産を取り崩す形でコストが賄われるのでマイナス計上となる

経常的な収入 地方税や交付税交付金、補助金など

臨時損益 災害復旧に要した事業費など、臨時で発生する費用

貸借対照表の純資産の部の増加要因と減少要因を計上し、純資産が１年間でどのように変動したのかを示しています。純

資産の増加要因には、行政サービスの対価として支払われる以外の収入（税収や国・県からの補助金等）があり、減少要因

には、行政コスト計算書で算出される純経常行政コストや災害復旧等で臨時的に必要となった支出等が計上されています。

貸借対照表の歳計現金が１年間でどのように変化したのかを示しています。歳計現金の使いみちにより３つの区分に分け、

どのような行政活動にいくら使ったのかが分かります。
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平成 26年度決算 三木町の財務諸表 ( 連結会計 )

貸借対照表は、会計年度末に三木町が保有している資産と、その資産を取得するために使ったお金の調達方法を表してい

ます。現金の収支に注目する従来の決算書では表示することができなかった三木町の財産や負債など、これまでの資産形成

の結果を知ることができます。

行政サービスを提供する際に発生する支出のうち、資産の取得（土地や建物の購入など）に関わらない支出と、行政サー

ビスの直接的な対価として得られた収入を計上しています。経常行政コストが経常収益を上回っていますが、これは行政サー

ビスの直接的な対価のみを経常収益として計上しているためです。

行政コスト計算書

貸借対照表 ( バランスシート )

( 単位：千円 )

【資産の部】

公共資産

投資等

  投資及び出資金

  基金等

  その他

流動資産

  資金

  未収金

  その他

             資産合計

【負債の部】

固定負債

  地方債

  退職手当引当金

  その他

流動負債

  翌年度支払予定地方債

  賞与引当金

  その他

負債合計

【純資産の部】

純資産合計

負債＋純資産

借方 貸方

H27.3.31 時点 前年度比 H27.3.31 時点 前年度比

 39,091,947 392,125

 1,993,657 △ 176,599

 41,858 0

 1,827,130 △ 43,819

 124,669 △ 132,780

 5,127,623 164,534

 5,035,233 139,546

 93,836 21,719

 △ 1,446 3,269

 46,213,227 380,060

 11,389,480 △ 140,467

 9,666,043 108,373

 1,723,437 △ 248,840

 0 0

 1,510,711 716,576

 713,300 85,084

 77,159 3,000

 720,252 628,492

 12,900,191 576,109

 33,313,036 △ 196,049

 46,213,227 380,060

公共資産 道路や学校など、三木町が保有する公共施設の総額

投資等 特定の目的のために積み立てた基金や出資金などの総額 

流動資産 現金預金や現金化しやすい未収金などの総額

負債 地方債の残高や退職手当引当金などの総額

純資産 道路や学校などの整備の財源として国や県から受け取った補助金や地方税などの総額

(単位：千円 )

経常行政コスト

  人にかかるコスト

  物にかかるコスト

  移転支出的なコスト

  その他のコスト

経常収益

  使用料・手数料

  分担金・負担金・寄付金

  事業収益など

純経常行政コスト

H26.4.1 ～ H27.3.31 前年度比

 17,489,381 771,131

 1,656,581 △ 151,442

 3,735,185 231,803

 11,809,091 638,353

 288,524 52,417

 6,574,098 343,262

 241,794 4,039

 4,145,883 310,425

 2,186,421 28,798

 10,915,283 427,869

人にかかるコスト 職員給与や、賞与引当金や退職手当引当金の繰入額

物にかかるコスト 物件費のほか、施設の維持補修費や減価償却費

移転支出的なコスト 社会保障給付や他会計への繰出金など

その他のコスト 支払利息など

経常収益 使用料・手数料 ( 行政サービスの直接の対価 ) と分担金・負担金・寄付金
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純資産変動計算書

資金収支計算書

( 単位：千円 )

期首純資産残高

  純経常行政コスト

  経常的な収入

  臨時損益など

  その他

期末純資産残高

H26.4.1 ～ H27.3.31 前年度比

 33,509,085 △ 505,166

 △ 10,915,283 △ 427,869

 11,067,299 618,196

 △ 36,177 △ 27,856

 △ 311,888 146,646

 33,313,036 △ 196,049

( 単位：千円 )

期首資金残高

  経常的な収支

  公共資産整備の収支

  投資・財務的な収支

収支総額

経費負担割合変更に伴う変動

期末資金残高

H26.4.1 ～ H27.3.31 前年度比

 4,895,687 124,281

 1,531,945 △ 282,738

 △ 598,689 △ 103,403

 △ 789,662 411,756

 143,594 25,615

 △ 4,048 △ 10,350

 5,035,233 139,546

経常的な収支 行政サービスの提供で必要となる人件費や物件費などの支出と、税収などによる収入

公共資産整備の収支 道路や施設整備のための支出と、その財源となった地方債や補助金収入 

投資・財務的な収支 基金への積立額や地方債の償還のための支出と、地方債の発行や貸付金の回収などによる収入

純経常行政コスト 行政サービスを提供するために要したコストから、サービス提供による直接的な対価を

 差し引いたもの

 純資産を取り崩す形でコストが賄われるのでマイナス計上となる

経常的な収入 地方税や交付税交付金、補助金など

臨時損益 災害復旧に要した事業費など、臨時で発生する費用

貸借対照表の純資産の部の増加要因と減少要因を計上し、純資産が１年間でどのように変動したのかを示しています。純

資産の増加要因には、行政サービスの対価として支払われる以外の収入（税収や国・県からの補助金等）があり、減少要因

には、行政コスト計算書で算出される純経常行政コストや災害復旧等で臨時的に必要となった支出等が計上されています。

貸借対照表の資金が１年間でどのように変化したのかを示しています。資金の使いみちにより３つの区分に分け、どのよ

うな行政活動にいくら使ったのかが分かります。
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流動比率
  翌年度支払い予定の負債額に対して、すぐに支払いに

充てられる資産がどのぐらいあるのかを示す指標

貸借対照表を住民一人当たりの家計簿に置き換えると・・・

行政目的別の純経常行政コストの比較

主な分析指標

  普通会計貸借対照表 連結貸借対照表
公共資産 所有している土地や建物、車など
投資等 有価証券や定期預金など
流動資産 現金や普通預金など
固定負債 将来支払わなければならないお金   ローンの残高など
流動負債 会計期末から一年以内に支払わなければならないお金
純資産 既に支払ったお金    土地購入での親からの援助金や、自己資金など

 約 96 万 8千円 約 136 万 2千円
 約 6万 1千円 約 6万 9千円
 約 12 万 4千円 約 17 万 9千円
 約 27 万円 約 39 万 6千円
 約 2万円 約 5万 3千円
 約 86 万 3千円 約 116 万 1千円

630.7%普通会計
（流動比率＝流動資産 3,573,242 千円÷流動負債 566,551 千円）

連結 339.4%
（流動比率＝流動資産 5,127,623 千円÷流動負債 1,510,711 千円）

純資産比率
  現在保有している資産について、現世代でどのくらい

既に支払ったかを示す指標

74.8%普通会計
（純資産比率＝純資産合計 24,758,798 千円÷資産合計 33,086,747 千円）

連結 72.1%
（純資産比率＝純資産合計 33,313,036 千円÷資産合計 46,213,227 千円）
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6.8%

消防
2.0%

生活インフラ
国土保全
2.8% 議会

0.7%その他0.5%

普通会計貸借対照表

0

25

50

75

100

125

150

175

貸方借方

（万円）

現在保有している

資産の総額

約 115 万 3千円

資産形成の

ための原資

約 115 万 3千円

流動資産

投資等

公共資産

固定負債

流動負債

純資産

連結貸借対照表

0

25

50

75

100

125

150

175

貸方借方

（万円）
現在保有している

資産の総額

約 161 万円

資産形成の

ための原資

約 161 万円

流動資産

投資等

公共資産

固定負債

流動負債

純資産
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